
（ ）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

58

-

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 93% 101%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国際課における政策対話国数の実績

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

出席回数

計算式 Ｘ　/　Ｙ

1,065

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

厚生労働省組織令第25条
厚生労働省組織規則第5条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

61,786千円／58回

29年度活動見込

390 495 1,501

活動実績

28年度

千円

単位

国際会議に出席した回数
出席回数

76,652千円/155回

％

83

政策対話の実施国数につ
いて平成２９年度において
６４件の目標を達成できる
ようにする。

実施方法

26年度

国際会議に必要な経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始年度

その他

担当課室 国際課 秋山　伸一

事業名

会計区分

29年度

翌年度へ繰越し

計

28年度

その他の事項経費

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

世界保健機関（ＷＨＯ）や国際労働機関（ＩＬＯ）をはじめとする国際機関で開催される各種会議や経済連携協定交渉、アジア諸国や欧米先進国との政策対話
等への出席及び海外情報の収集、日本の政策情報発信に必要な経費である。

▲ 9

61

政策対話を実施した国数
（延べ数）

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

214

単位

単位あたりコスト＝Ｘ／Ｙ
Ｘ：「執行額」

Ｙ：「国際会議出席回数」

単位当たり
コスト

59

平成１２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

医療・保健、雇用・社会福祉等、厚生労働行政の国際分野への展開を図るため、①国際機関を通じた活動、②対外経済交渉、③ＡＳＥＡＮを中心とした開発途
上国への協力とアジア諸国等との政策対話、④欧米先進国との協議、対話、⑤海外情報収集等を通じて、国際社会への貢献に寄与することを目的とする。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

国数
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 国数

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

61 83 205 62 118

77 207

執行率（％） 97% 93% 101%

87 64 63

59,220千円/152回

27年度

207,145千円／138回

-

64

-

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

124 95

61

62 59

65

91 -

-

-

62 118

関係する計画、
通知等

達成度

73

-

59

年度 年度29

152 155 138

26年度

19

1

0

0

62 118

事業番号 0892

-

29年度当初予算

42

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

庁費

委員等旅費

諸謝金

保健福祉調査委託費

労働条件研究調査等委託
費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

日中韓保健大臣会合の日本開催経費およびILO設立100周年事業の
新規要求に伴う増

30年度要求

47

21

1

24

25



-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

事業番号 事業名所管府省名

○

-

-

国際会議の出席や対外経済交渉等は日本政府を代表して
の対応が求められるものである。

○

評　価項　　目

厚生労働分野での国際交流・貢献は、広く国民や社会の
ニーズを反映するものである。

-

目標最終年度

- -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

-

-

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

- - -

○

支出にあたっては、国際会議の出席に必要な費途・使途に
限定している。

単位

○

-

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

一堂に会する国際会議及び直接的意見交換による政策対
話により、実効性の高い成果が得られている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

企画競争による随意契約については複数の応札があり、評
価委員による公正な評価により決定がなされたものである。
また、少額随意契約による調達においても、複数社より見積
もりを徴収しており、比較検討を行った上での契約となってい
る。なお一者応札の改善に向けて、実績のある業者に声か
けを行うとともに、事業規模等が容易に推測できるよう可能
な限り詳細に記載するよう努める。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国際会議への出席や対外経済交渉、欧米先進諸国との政
策交流の実施は、国際社会において我が国の意見を反映さ
せるために資するものであり、優先度の高い事業である。

平成28年度の単位コストは平成27年度に比べて増加してい
るが、これはＧ７保健大臣会合が日本開催（神戸）されたた
めであり、他方、国際会議への出席回数は真に必要な内容
に限定するなど最小限にとどめている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

‐

○

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

見積もり合わせを実施し、事務費の削減に努めるとともに、
出張に当たっては出席する会議を真に必要な案件に絞り込
んで実施を行っている。
政策対話は、積極的に実施しているところであるが、我が国
と相手国側との調整により設定されることから、成果実績に
は変動がありえるが、概ね成果実績は目標値に見合ったも
のとなっている。

27年度 28年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初見込みに沿って国際会議に出席している。

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

無

○

-

国
費
投
入
の
必

要
性

改革
項目

分野： - -

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

-

- -
定量的指標

年度
26年度

実績値 - -

単位

-

施策 -

政策 -

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

厚生労働省
２０７百万円

1

912

886

1

911

1

918平成25年度 平成26年度 平成27年度

3.3

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

・政策対話は、積極的に実施しているところであるが、我が国と相手国側との調整により設定されることから、成果実績には変動がありえるが、
概ね成果実績は目標値に見合ったものとなっており事業は継続して実施する。
・一括調達や、複数社からの見積もり徴収など、コスト削減に努める。

厚生労働行政の国際分野への展開を図るため、欧米先進国との協議、対話を通じて国際社会への貢献に寄与するものであり、平成28年度は
とりわけ積極的なハイレベルでの諸外国との協議を行い、保健・労働・社会福祉等の分野で国際社会へ貢献した。

金　額
(百万円）

A.

旅費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

旅費

旅費

点検対象外

引き続き必要な予算額を確保し、一者応札の改善を図りつつ、適正な執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

1.2

平成28年度

会場等借上一式　塩崎厚生労働大臣のアジ
ア諸国の閣僚とのバイ会談

旅費

0.3

使　途

役務費

執
行
等
改

善

点検結果は妥当であり、厚生労働省行政を推進するための国際連携に必要な経費であることから、引き続き必要な予算額を確保するとともに、競
争性の確保の観点から、一者応札となっている要因を分析し、改善を図りつつ、適正な執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

会場等借上一式　アジアAMR閣僚級会合 0.8 1.5

1.7

会議用複合機１台　外１件の借上

B.
金　額

(百万円）

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

127

旅費

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

1.1

費　目 使　途

0.1

計 128.2 計 8.8

委員等旅費Ｇ７神戸保健大臣会合等開催業務

費　目

点検結果

厚生労働省組織令第２５条に規定されている厚生労

働省大臣官房国際課所掌業務の執行

※百万円以下については端数処理を

行っている

【委託・企画競争等（外部発注）】

A. 民間団体等

１７３百万円

B. 委員等旅費・諸謝金

１８百万円
C. 非常勤職員給与等

１６百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社コンベン
ションリンケージ

オスカージャパン
（株）

株式会社ＪＴＢコミュ
ニケーションデザイン
メディカルシステムコ
ンサルタント株式会
社
株式会社阪急阪神ビ
ジネストラベル

（株）ホンヤク社

（株）クロスインデック
ス

株式会社ビジョン

（株）サイマル・イン
ターナショナル

（株）大和プリント

個人Ｉ - 委員等旅費 0.6 その他 - - －

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

委員等旅費 0.8 その他 - - －

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

個人Ｊ - 委員等旅費 0.2 その他 - - －

個人Ｇ

個人Ｆ - 委員等旅費 0.9 その他 - - －

-

5 - -

- -

4

9

4 100％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

－

8

7

6

1

9011101033243

6010001109206

- -

-

10

-

2010701023536

6010701009721

4120001126778

3010401084786

5010401075833

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

－

- -

2

3

4 100％

法　人　番　号

1012401012233

8010001092202 128.2

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（少額）

1 97％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

－

－

－

2010501030336

会議運営委託

会議運営委託

会議運営委託

翻訳業務

車両運行一式

2

-

個人Ｂ - 委員等旅費 1.7

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ａ - 委員等旅費 3.3 その他 - －

その他 - - －

個人Ｃ - 委員等旅費 1.5 その他 - - －

6

7

4

5

個人Ｄ - 委員等旅費 1.2 その他 - - －

10

8

9

個人Ｈ - 委員等旅費 0.8 その他 - - －

個人Ｅ - 委員等旅費 1.1 その他 - - －

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

10.1

8.6

1.9

0.4

0.4

0.4 - -

－0.5

- -

随意契約
（少額）

1.5

翻訳業務

－

－

－

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

通訳業務

ＷＩＦＩ器機貸借

通訳業務

印刷

0.6


